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輸出証明書のうち、国が発⾏する輸出証明書については、
輸出促進法及び同法施⾏規則に基づき、
令和7年4⽉1⽇以降、申請1件あたり870円の⼿数料納付を
要することとされています。

※輸出促進法︓農林⽔産物及び⾷品の輸出の促進に関する法律
（令和元年法律第57号）

⼿数料の納付が必要となる輸出証明書の詳細については、
次のとおりです。

輸出証明書の⼿数料



⼿数料納付が必要になる証明書
国（例︓国税局、厚⽣局、農政局、⽔産庁など）

※都道府県や保健所等に申請する場合、申請先により⼿数料要否や納付⽅法が異なります。

・衛⽣証明書
・⾃由販売証明書
・漁獲証明書等
・その他の輸出証明書

発⾏主体

証明書の種類
（例）
・ブラジル⼜はオーストラリア向けの酒類に係る

輸出証明書
・オーストラリア向けかきの原産地証明書
・ブラジル向け清涼飲料⽔等の原産地証明書 等

開始 令和７年４⽉１⽇
※令和７年４⽉１⽇以降に申請される輸出証明書が対象です。

⾦額 申請１件あたり８７０円
※同⽇、同⼀国へ輸出される同⼀製品・同⼀ロットであっても、提出される申
請書（必要な証明書）の件数分の納付が必要です。



・原発関連証明書
東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故に伴う輸⼊規制への対応として必要となる、国が発⾏

する⽇付証明書、産地証明書、放射性物質検査証明書、輸出事業者証明書等。

・輸出促進法に基づかない証明書

対象外の証明書

（例）
・中国向け輸出たばこの産地証明書（申請先︓財務省）
・中国/韓国/ロシア向け輸出酒類の製造⽇証明書/製造地証明書/放射性物質検査証明書

（申請先︓各国税局、沖縄国税事務所）
・中国/韓国/⾹港/台湾/ロシア向け輸出⾷品の⽇付証明書/産地証明書/放射性物質検
査証明書/輸出事業者証明書

（申請先︓各農政局、沖縄総合事務所）

（例）
・植物検疫の検査証明書（植物防疫法（昭和25年法律第151号））
・動物検疫の検査証明書（家畜伝染病予防法（昭和26年法律第166号））



輸出証明書の申請⽅法
「農林⽔産物および⾷品の輸出証明書の発⾏等に関する⼿続
規程」に基づき発⾏される⼀部の輸出証明書は、 ⼀元的な
輸出証明書発給システムによるオンライン申請が可能です。

⼀元的な輸出証明書発給
システムを利⽤

電⼦申請

書⾯の申請書を審査局へ郵送
⼜は持込み

書⾯申請

※円滑な⼿続のために、原則、電⼦申請をご利⽤ください。



⼀元的な輸出証明書発給システム
証明書発⾏の申請は、⼀元的な輸出証明書発給システムで受付けています。

本システムの利⽤⽅法等、詳細は以下のページをご覧ください。
輸出証明書のオンライン申請⼿続︓農林⽔産省 (maff.go.jp)

注意 証明書発⾏を受けるためには、各取扱要綱で定める添付書類が必要です。電⼦申請を⾏う
ことで不要となる添付資料はございません。
各取扱要綱の詳細は、以下のページをご覧ください。
輸出に関する⼿続き・制度︓農林⽔産省 (maff.go.jp)

注意 本システムの利⽤にあたっては、GビスIDプライムアカウントの取得が必要です。本シス
テムから申請⼿続きを⾏う前に、デジタル庁に申請し、 GビスIDプライムアカウントの取得を
お願いします。
なお、 GビスIDプライムアカウントの取得には、2週間程度かかりますので御注意ください。
GビズIDプライムアカウントについての詳細は、以下のページをご覧ください
GビズID | Home (gbiz-id.go.jp)（デジタル庁ホームページ）



⼀元的な輸出証明書発給システムを利⽤して申請する場合、
⼿数料の電⼦納付（ペイジー対応のATM⼜はインターネッ
トバンキングによる⽀払い）が可能になります。
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⼿数料の納付⽅法

ペイジー対応ATMまたはインター
ネットバンキングによる⽀払

（注）他の納付⽅法としては、収⼊印紙による納付も可能ですが、円滑な⼿続のために、
原則、電⼦納付をご利⽤ください。なお、⼀元的システムを利⽤しない申請の⼿
数料を電⼦納付することはできません。
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申請時に⼿数料納付⽅法選択にて「電⼦納付」を選択する。

①
新規登録

②
輸出先・
品⽬選択

③
申請書
⼊⼒

④
別添資料
の登録

⑤
申請

⑥
⼿数料
納付

⑦
審査・
発⾏

⼿数料納付⽅法選択にて
「電⼦納付」を選択

証明書発⾏申請の流れ

（１）電⼦納付の⽅法

注意 代理申請の際は、②輸出先・品⽬選
択時に代理申請を選択して申請するよう
お願いします。

輸出先・品⽬分類・証明書の種類に誤
りがないことを確認してください。



⑤-5
確認を押す。

⑤申請
申請先選択画⾯で⼿数料納付⽅法を選択します。
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②
申請先を選択する。
注意 申請先を間違えて納付した

場合の返⾦対応はいたしかねま
すのでご注意ください。

④
「ペイジー料⾦振込画⾯のお名前欄に表⽰
する名称」を⼊⼒する。

※申請事業者名（委託を受けて申請する場
合は、委託元事業者名）を⼊⼒してくだ
さい。

※半⾓カナ⼤⽂字⼜は半⾓英数字⼤⽂字で
⼊⼒してください。

③③
電⼦納付を選択する。
※その他を選択した場合は、収⼊印紙による納付

となります。

中略

中略

①
申請を選択する。



⑥⼿数料納付
申請状況⼀覧画⾯より、納付に必要な情報を確認できます。
納付に必要な情報は、別途メールでも申請者へ通知されます。
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⑤
確認を押す。

中略

中略

ペイジー対応のATM、インター
ネットバンキングのいずれの⽀払
い⽅法でも、⼀元的な輸出証明書
発給システム上に表⽰される⼿数
料等登録情報が必要になります。

この画⾯は印刷することが可能
です。

注意 ⼿数料の納付が確認される
までは申請先での審査は⾏いま
せん。申請後、速やかに⼿数料
の納付をお願いします。



ペイジーを⽤いた納付の⽅法

ペイジー対応ATMがある⾦融機関を確認します。
※ペイジーは、コンビニ窓⼝・コンビニの共⽤
ATMでは使えません。

ATMのメニューからペイジーを選択、⼿数料登
録情報を⼊⼒、確認画⾯で確認を⾏い、⽀払いが
完了します。

ATM

ペイジー対応⾦融機関のインターネットバンキ
ングにログインします。

インターネットバンキングのメニューからペイ
ジーを選択、⼿数料登録情報を⼊⼒、確認画⾯で
確認を⾏い、⽀払いが完了します。

ペイジーの使い⽅の詳細は下記ホームページをご参照ください。
ペイジーの使い⽅ | いつでも、どこでも、ペイジー。 (pay-easy.jp)

申請先が地⽅公共団体の場合について
申請先が地⽅公共団体の場合、⼀元的な輸出証明書発給システムでは電⼦納付を⾏うことがで
きません。申請先の地⽅公共団体に、⼿数料の要否や納付⽅法についてご確認をお願いします。

申請先が地⽅公共団体の場合、
⼿数料納付状況は「対象外」と表⽰されます。

インターネットバンキング



各取扱要綱で規定する申請書に⼿数料に相当
する額（870円）の収⼊印紙を貼付し、申請先
に提出してください。（コピーでの提出は不可）

注意 消印は絶対にしないでください。
消印がされた収⼊印紙は無効となります。

注意 申請先により提出先住所が異なりますので、収⼊
印紙による納付を⾏う場合は、
必ず事前に申請先までご相談ください。

注意 申請先に収⼊印紙が到着し、⼿数料納付が確認で
きるまで、申請先での審査は⾏いません。
時間に⼗分余裕をもって申請いただくか、電⼦納付を

ご利⽤ください。

（２）収⼊印紙による納付の⽅法

（例）⾃由販売証明書の申請書
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本⼿数料は、審査における⼿数料も含まれます。
申請の取下げ等の理由により、証明書が発⾏されなかった

場合であっても、⼀度納付された⼿数料は返⾦いたしません
ので、ご留意ください。

本⼿数料は、審査における⼿数料も含まれます。
申請の取下げ等の理由により、証明書が発⾏されなかった

場合であっても、⼀度納付された⼿数料は返⾦いたしません
ので、ご留意ください。

留意事項


